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平成１１年１１月１７日平成１２年３月期 中間決算短信

上場会社名 株式会社ワコール 上場取引所（所属部）東証・大証市場第一部、京証
コード番号 ３５９１
本社所在地 京都市南区吉祥院中島町２９番地
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 澤 昭 一 TEL (075)682-1018

中間決算取締役会開催日 平成１１年１１月１６日 中間配当制度の有無 無

１．１１年９月中間期の業績 （平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
（対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率）
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

11年9月中間期 ７０，９４７ （△ 4.2 ） ７，５８５ （△ 8.2 ） ８，１１３ （△ 7.8 ）
10年9月中間期 ７４，０２３ （ 1.4 ） ８，２５９ （△ 1.9 ） ８，７９８ （△ 6.6 ）
1 1 年 3 月 期 １３７，７２２ １１，１７５ １２，６２９

中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 会 計 処 理 基 準
（対前年中間期増減率） 中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭

11年9月中間期 ４，５４８ （ 0.8 ） ２９ ５１ 中間財務諸表作成基準
10年9月中間期 ４，５１１ （△ 23.6 ） ２９ ２７ 中間財務諸表作成基準
1 1 年 3 月 期 ７，４７０ ４８ ４７

（注） 11年9月中間期 154,116,685 株
１．期中平均株式数 10年9月中間期 154,116,685 株

1 1 年 3 月 期 154,116,685 株
２．会計処理の方法の変更 有
３．11年9月中間期につきましては、税効果会計を適用しております。
４．11年3月期の事業税の表示区分の変更に伴い、10年9月中間期についても表示区分を組替えております。

（２）配当状況

１ 株 当 た り １ 株 当 た り
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金
円 銭

11年9月中間期
10年9月中間期

1 1 年 3 月 期 １３円 ５０銭

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １ 株 当 た り
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
11年9月中間期 １８７，５０２ １５１，４２６ ８０．８ ９８２ ５５
10年9月中間期 １８０，１４３ １４４，４１３ ８０．２ ９３７ ０４
1 1 年 3 月 期 １７９，６８０ １４７，３７２ ８２．０ ９５６ ２４

（注） 11年9月中間期 154,116,685 株 (額面株式；１単位1,000 株）
１．期末発行済株式数 10年9月中間期 154,116,685 株

1 1 年 3 月 期 154,116,685 株
２．中間期末の有価証券の評価損益 28,030 百万円
３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

２．１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金
期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
1 2 年 3 月 期 １３３，０００ １１，２００ ６，２００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期純利益 ４０円 ２３銭
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添付資料

Ⅰ．経営方針

当社は「愛される商品を作ります」「時代の要求する新製品を開発します」という経営の基本

方針に則り、商品力の強化と販売サービスの向上に努め、環境の変化に機敏に対応できる高効率

経営の実現を目指しております。

中期計画としましては、次の基本施策を掲げ２１世紀に対応した企業基盤作りを推進しており

ます。

①メーカーとしてのもの作り機能の強化

メーカーの中核機能である研究開発力と技術力の強化を図り、競争優位に立てる商品開発、

コスト低減を推進してまいります。

②お客様に対する優れたサービスの提供

お客様に納得と満足を感じていただける優れたサービスを提供し、商品とサービスの両面

から顧客満足の向上に努めてまいります。特に、ワコールブランドにおきましてはコンサル

ティングサービスの充実を図ってまいります。

③グローバルな経営活動の展開

中国市場の開拓を急ぐとともに、米国市場につきましては積極的な事業展開を進めてまい

ります。また、コストダウンに向けてグローバルな材料調達と海外生産体制の整備を推進し

てまいります。

④コストダウン、効率経営の推進

ネットワークや情報システムを活用し、スピーディで効率的なローコストオペレーション

を徹底的に追求してまいります。また本社ビル完成を機に、将来に向けた合理的、効率的な

営業体制の整備を図ってまいります。

⑤風土改革の推進

創立５０周年にあたり、次の世紀に対応できる新しいワコール作りに向けた全社的運動と

してＷＡＶＥ２１（ウェーブ２１）を展開し、企業風土改革に取り組んでまいります。

配当政策につきましては、安定的な経営基盤の確保のため財務体質の強化を図りつつ、配当性

向を勘案しながら安定的な配当の継続に努め、株主の皆様への利益還元に努めてまいります。

内部留保金につきましては、生産・販売・物流体制や情報システムの整備に投資してまいる所

存であり、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。
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Ⅱ．経営成績

「当中間期の概況」

当中間期の我が国経済は、政府の経済対策の効果が徐々に表れはじめたものの、民間設備投資

や、雇用環境の悪化と低迷する所得水準を反映した個人消費の自律回復力は依然として弱く、景

気の回復のテンポは鈍いままに推移しました。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、消費マインドの萎縮による低迷が続き、厳しい

経営環境のうちに終始しました。

こうした中にありまして、当社は商品力の向上を図り、インナーウェアを中心に積極的な事業

展開に努めました。商品面では、ワコールブランドにおきましては、新製品の「マシュマロブ

ラ」がヒットしました他、女性の体型や生理的変化を研究し開発した「グランディールピュー

ル」が好評を得ましたが、全体としては個人消費の低迷の影響を強く受け前年を下回りました。

ウイングブランドにおきましても、春夏キャンペーンの「ナチュラルアップブラ」が好調でした

が、チェーンストア市場における衣料品の不振の影響を受け、前年を下回る結果になりました。

この結果、当中間期の売上高は７０９億４７百万円で、前年同期に比し４．２％の減少となり

ました。

利益面では、効率経営の徹底を図り、コストダウンの追求と経費の抑制に努めましたが、新

本社ビルの減価償却費、不動産取得税等の費用増約１３億円が発生し、経常利益は８１億１３百

万円で、前年同期に比し７．８％の減少、中間純利益は４５億４８百万円で、前年同期に比し

０．８％の増加となりました。なお、当中間期から税効果会計を適用しており、前中間期と同様

に税効果会計を導入しない場合の中間純利益は４０億４８百万円で、前年同期に比し１０．３％

の減少となります。また、営業利益、経常利益の前年同期比は前中間期の事業税を当中間期の表

示区分に従って組み替えた後の金額に基づいております。

海外事業につきましては、米国ワコールが今春よりＤＫＮＹ（ダナ・キャラン・ニューヨー

ク）を発売するなど、競争の激しい米国下着市場の中で積極的な事業展開を進めております。

「通期の見通し」

今後の経済情勢につきましては、経済対策の効果が内需全体の回復へ繋がる見通しは依然不透

明で、予断を許さない状況が続くものと思われます。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、個人消費の本格的な回復は当分望めない中、消

費者の価格と価値のバランスを重視した選別消費の傾向はますます強まり、流通業界の激しい変

化と相まって企業間の競合は一層厳しくなるものと予測されます。

こうした中にありまして、当社は引き続き効率経営の徹底を図りながら、２１世紀に対応した

企業基盤作りを推進していく所存であります。

通期の見通しとしましては、売上高１，３３０億円、利益につきましては、経常利益は１１２

億円、当期純利益は６２億円を目標としております。
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．「 」Ⅲ コンピューター西暦２０００年問題

対応状況について

（対応状況等）

１．取組み方針

当社は、西暦２０００年問題に関し、業務の継続性の維持及び顧客対応の面で重要な

経営課題と認識し、全社をあげて、基幹システムその他全般にわたり対応を進めており

ます。

２．取組み体制

当社では、平成９年４月に情報システム部を中心にコンピュータシステムに関わる西

暦２０００年問題の対応を開始し、現在、副社長を総責任者としてその対応を進めてお

り、その取組み状況は、最高責任者である社長、取締役会及び最高経営会議へ適時報告

されております。また、主要販売先・購入先及び国内外の子会社・関連会社に対しても、

情報システム部から対応状況の確認を行いました。

３．対応の進捗状況

社内の情報システムのうち基幹システム及びネットワークについては、平成１１年３

月末に対応を完了しており、残りの部分についても平成１１年１１月末までに全て完了

する予定であります。なお、受注から納品までの一連の情報システムのプロセスについ

て、本番を想定したテストを実施し、対応の妥当性の検証を行う予定であります。

（対応のための支出金額等）

社内の基幹システムの西暦２０００年問題への対応は、新情報システムの開発又は既

存情報システムの改善と合わせて実施しておりますので総額を明確に捉えられない面も

ありますが、当期以後の費用につきましては、当社の業績等に重大な影響を及ぼすこと

はないと判断しております。なお､これらの費用は全て自己資金で賄う予定であります。

（危機管理計画）

当社では、上記対応により万全を期す所存でありますが、不測の事態が発生した場合

に備え、その影響を極小化するために、さまざまな事態を想定し、危機管理計画を策定

しました。危機管理計画では、予測されるリスクとその対策を定めておりますが、

さらに不測の緊急事態の発生に対して早急速やかな復旧を図るための対策本部の設置も

含まれております。この危機管理計画は取締役会で確認されております。
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Ⅳ－１ 比較貸借対照表．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目

平成11年 9月30日現在 平成10年 9月30日現在 平成11年 3月31日現在

（資産の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 １１３，６９３ １１４，３９２ １１０，２３３

現 金 及 び 預 金 ４３，５７９ ５０，９１６ ４９，４２４
受 取 手 形 ２，７８４ ３，３９２ ２，７１９
売 掛 金 １９，９０３ ２０，４３９ １７，１７８
有 価 証 券 ２４，１８６ １８，５１６ ２０，５９４
製 品 及 び 商 品 １６，１８８ １７，３５０ １６，６３４
原 材 料 １５７ １４１ １６６
仕 掛 品 ８７ ８２ ３４
有 償 支 給 材 料 ２，４８１ ２，３５８ ２，４４２
短 期 貸 付 金 ４３０ ２０２ ６７
繰 延 税 金 資 産 ３，０１８ － －
その他の流動資産 ９９１ １，１８７ １，１４４
貸 倒 引 当 金 △ １１５ △ １９６ △ １７３

固 定 資 産 ７３，８０９ ６５，７５１ ６９，４４６

有形固定資産 ５１，２２９ ４３，３４６ ４６，４８９

建 物 ２６，０８５ １３，８２８ １３，５４０
構 築 物 ６９２ ３４８ ３６２
機 械 装 置 ２３ ２９ ２５
車 両 運 搬 具 ２３ ３５ ２８
工 具 器 具 備 品 ２，５４２ ２，４６０ ２，４１８
土 地 ２１，８１８ ２１，８４４ ２１，８２８
建 設 仮 勘 定 ４２ ４，８００ ８，２８５

無形固定資産 ８０５ ６８０ ６７９

借 地 権 ５８５ ５８５ ５８５
その他無形固定資産 ２１９ ９５ ９４

投 資 等 ２１，７７５ ２１，７２３ ２２，２７６

投 資 有 価 証 券 １３，４０３ １３，３７１ １３，５９６
子会社株式・出資金 ４，８４６ ４，７７５ ４，８４６
長 期 貸 付 金 １，６６４ １，２２２ １，６６７
施 設 借 用 保 証 金 １，１２９ １，２０８ １，１８２
そ の 他 の 投 資 等 １，３１４ １，４９２ １，５９１
貸 倒 引 当 金 △ ３３０ △ ９ △ ２７２
投 資 評 価 引 当 金 △ ２５１ △ ３３６ △ ３３４

資 産 合 計 １８７，５０２ １８０，１４３ １７９，６８０
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当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目

平成11年 9月30日現在 平成10年 9月30日現在 平成11年 3月31日現在

（負債の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債 ３０，１３９ ２９，７３８ ２６，４７７

支 払 手 形 ５，６５５ ５，９２７ ５，５４７
買 掛 金 ６，０８７ ５，７１９ ５，９４５
未 払 金 ４，７４８ ２，８１１ ４，３３５
未 払 法 人 税 等 ４，７７４ ５，８１０ ２，５５６
未 払 費 用 １２０ １２８ １５６
賞 与 引 当 金 ４，１１０ ４，１８０ ３，７００
返 品 調 整 引 当 金 ２，４００ ２，２００ １，９５０
そ の 他 の 流 動 負 債 ２，２４２ ２，９６０ ２，２８６

固 定 負 債 ５，９３５ ５，９９１ ５，８２９

退 職 給 与 引 当 金 ４，４７６ ５，３５１ ５，２１５
繰 延 税 金 負 債 ８５７ － －
そ の 他 の 固 定 負 債 ６０２ ６３９ ６１４

負 債 合 計 ３６，０７５ ３５，７２９ ３２，３０７

（資本の部）

資 本 金 １３，２６０ １３，２６０ １３，２６０

法定準備金 ２８，５８８ ２８，５８８ ２８，５８８

資 本 準 備 金 ２５，２７３ ２５，２７３ ２５，２７３
利 益 準 備 金 ３，３１５ ３，３１５ ３，３１５

剰 余 金 １０９，５７８ １０２，５６５ １０５，５２４

固定資産圧縮積立金 ３５２ ７２９ ７２９
固 定 資 産 圧 縮
特 別 勘 定 積 立 金 １，８７９ ２，６３４ ２，６３４
海外投資等損失準備金 ０ ２ ２
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００ ３，０００
別 途 積 立 金 ９４，０００ ９０，０００ ９０，０００
中間（当期）未処分利益 １０，３４５ ６，１９８ ９，１５７
うち中間（当期）純利益 （４，５４８） （４，５１１） （７，４７０）

資 本 合 計 １５１，４２６ １４４，４１３ １４７，３７２

負債及び資本合計 １８７，５０２ １８０，１４３ １７９，６８０
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Ⅳ－２ 比較損益計算書．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目 自 平成11年4月1日 自 平成10年4月1日 自 平成10年4月1日

至 平成11年9月30日 至 平成10年9月30日 至 平成11年3月31日

（ 経 常 損 益 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

営業損益の部

営業収益 （７０，９４７） 100 （７４，０２３） 100 （１３７，７２２） 100
売 上 高 ７０，９４７ ７４，０２３ １３７，７２２

営業費用 （６３，３６２） 89.3 （６５，７６４） 88.8 （１２６，５４６） 91.9
売 上 原 価 ３６，２７５ 51.1 ３８，２７２ 51.7 ７２，６８６ 52.8
販売費及び ２７，０８６ 38.2 ２７，４９１ 37.1 ５３，８５９ 39.1
一般管理費

営業利益 ７，５８５ 10.7 ８，２５９ 11.2 １１，１７５ 8.1

営業外損益の部

営業外収益 （ １，３２６） 1.8 （ １，２２２） 1.6 （ １，８４９） 1.4
受 取 利 息 １２５ ２３２ ４５２
受 取 配 当 金 ６３８ ６６５ ８０８
その他の営業外収益 ５６２ ３２３ ５８９

営業外費用 （ ７９７） 1.1 （ ６８３） 0.9 （ ３９５） 0.3
支 払 利 息 ６ ８ １７
その他の営業外費用 ７９１ ６７４ ３７８

経常利益 ８，１１３ 11.4 ８，７９８ 11.9 １２，６２９ 9.2

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益 ５８０ 0.8 ７２３ 1.0 ７７２ 0.5

特 別 損 失 ６４５ 0.9 ２１０ 0.3 ７１１ 0.5

税引前中間(当期)純利益 ８，０４８ 11.3 ９，３１１ 12.6 １２，６９０ 9.2

法 人 税 等 （ ３，５００） 4.9 （ ４，８００） 6.5 （ ５，２２０） 3.8
４，０００ ４，８００ ５，２２０法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額 △ ５００ － －

中間（当期）純利益 ４，５４８ 6.4 ４，５１１ 6.1 ７，４７０ 5.4

前 期 繰 越 利 益 ２，５１１ １，６８６ １，６８６

過年度税効果調整額 １，６６１ － －

税効果会計適用に伴う １，６２３ － －
租税特別措置法準備金の取崩額

中間（当期）未処分利益 １０，３４５ ６，１９８ ９，１５７



１．会計処理の変更

法人税、住民税及び事業税の計上基準

従来、税引前中間純利益に過去数年間の実績負担率を乗じた額を計上しておりましたが、当中間会計
期間より、中間会計期間を一事業年度とみなして計算した課税所得に基づく税額を計上する方法に変
更いたしました。

２．貸借対照表の注記
（当中間期） （前中間期） （前 期）

有形固定資産の減価償却累計額 24,067百万円 22,882百万円 23,390百万円
自己株式 1千株 1千株 1千株

1百万円 1百万円 1百万円

３．損益計算書の注記
（当中間期） （前中間期） （前 期）

（１）特別利益の主な内訳

固定資産売却益 61百万円 723百万円 772百万円
投資有価証券売却益 519

（２）特別損失の主な内訳

固定資産廃棄損 84百万円 22百万円 44百万円
投資評価引当金繰入額 188 209
子会社支援損 61 458
役員退職特別功労金 500

４．リース取引関係の注記

（当中間期） （前中間期） （前 期）
（１）所有権移転外ファイナンスリース

①．取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び（中間）期末残高相当額

（工具器具備品） （工具器具備品） （工具器具備品）

取 得 価 額 相 当 額 334百万円 273百万円 273百万円
減価償却累計額相当額 217 180 201

中間期末残高相当額 116 93 71

②．未経過リース料期末残高相当額

一 年 以 内 69百万円 97百万円 54百万円
一 年 超 103 56 76

合 計 173 153 131

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子込み法により算定して
おります。

③．支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 35百万円 45百万円 67百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 29 27 56

（２）オペレーティングリース

未経過リース料

一 年 以 内 248百万円 159百万円 233百万円
一 年 超 264 85 303

合 計 513 245 536
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Ⅴ 売上の内容．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
自 平成11年4月 1日 自平成10年4月 1日 自平成10年4月 1日

区 分 至 平成11年9月30日 至平成10年9月30日 至平成11年3月31日

対前年
金 額 構成比 同期比 金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 % % 百万円 % 百万円 %
イ ファンデ－ション
ン ・ランジェリー 55,179 77.8 95.6 57,722 78.0 106,181 77.1
ナ
｜ ナ イ ト ウ ェ ア 6,182 8.7 97.2 6,361 8.6 11,988 8.7
ウ
ェ リ ト ル イ ン ナ ー 1,518 2.1 101.1 1,501 2.0 2,836 2.1
ア

小 計 62,880 88.6 95.9 65,585 88.6 121,006 87.9

アウターウェア
・スポ－ツウェア 3,271 4.6 100.4 3,258 4.4 5,795 4.2

イ ン テ リ ア 1,228 1.7 101.3 1,212 1.6 2,904 2.1

レ ッ グ ニ ッ ト 758 1.1 77.2 982 1.3 2,081 1.5

その他の繊維製品
及び関連製品 1,962 2.8 88.7 2,212 3.0 4,244 3.1

飲食・文化・サービス他 845 1.2 109.5 772 1.1 1,690 1.2

合 計 70,947 100.0 95.8 74,023 100.0 137,722 100.0
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Ⅵ 有価証券の時価等．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
平成11年9月30日現在 平成10年9月30日現在 平成11年3月31日現在

種 類
貸 借 対 照 表中 間 中 間

貸 借 対 照 表 評 価 損 益 貸 借 対 照 表 評 価 損 益 評 価 損 益時 価 時 価 時 価
計上額 計上額 計上額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円流動資産に
属するもの

株 式 91 523 431 100 437 337 92 534 442

債 券 2,105 2,126 20 3,246 3,266 19 3,308 3,329 21

そ の 他 3,920 3,932 11 5,000 5,007 7 3,579 3,583 3

小 計 6,118 6,582 464 8,347 8,711 364 6,980 7,446 466

固定資産に
属するもの

株 式 12,406 39,972 27,565 12,193 23,240 11,047 12,545 35,463 22,918

債 券

そ の 他 30 31 1

小 計 12,406 39,972 27,565 12,223 23,271 11,048 12,545 35,463 22,918

合 計 18,524 46,554 28,030 20,570 31,982 11,412 19,525 42,910 23,385

(注)1. 時価等の算出方法

①上 場 有 価 証 券 主として東京証券取引所における最終価格であります。

②店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等であります。

③気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等で
(上場、店頭売買有価証券を除く) あります。

④非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。

⑤上 記 以 外 の 債 券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の
(時価の算定が困難なものを除く) 利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価格等で

あります。

2. 流動資産に属する株式には、自己株式を含めております。
なお、自己株式の評価損益は当中間期0百万円、前中間期0百万円、前期0百万円です。



3. 開示の対象から除いた有価証券の（中間）貸借対照表計上額

流動資産に属するもの （当中間期） （前中間期） （前 期）

内国債のうち残存償還期間１年以内
の非上場債券 5,839 百万円 2,658 百万円 3,592 百万円

内国債以外の非上場債券 5,400 百万円 2,900 百万円 4,900 百万円

追加型公社債投資信託の受益証券 6,830 百万円 4,612 百万円 5,123 百万円

固定資産に属するもの

店頭売買株式を除く非上場株式 4,881 百万円 4,950 百万円 4,935 百万円

クローズド期間内の証券投資信託の
受益証券 － 百万円 10 百万円 － 百万円

Ⅶ デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益．

当中間期の市場取引以外の取引として為替予約取引（ドル買円売）がありますが、評価損益及び契約額

がいずれも少額であり重要性に乏しいため注記を省略しております。

なお、前中間期、前期についても同様であり注記を省略しております。


